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１．本日の勉強会の趣旨
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電力データ活用の在り方勉強会について

 資源エネルギー庁では、昨年６月に電気事業法を改正し、スマートメーターから得られ
る電力データを社会的課題の解決や新たな価値の創造のために有効活用する新たな
制度設計を進めている。 （2022年４月施行）

 制度設計の議論の中で、「利用者ニーズを踏まえた仕組み及びシステムを構築する観
点から、設立に関わる意思のある電力データ利用者等を募り、個人情報保護や消費
者保護、データ解析、セキュリティ等の専門家等の意見も聴きつつ、検討を進めてい
く」という方向性が示された。

 そこで、上記の検討体制の構築に向けて、当該制度の検討状況等を御説明し、電力
データ活用に御関心のある事業者の理解を深めるとともに意見交換を行う勉強会を
開催する。



２．改正電気事業法に基づく
電力データ活用制度概要
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電力データとは

 電力データとは、スマートメーターから得られるデータ。スマートメーターとは、30分ごとの電
力使用量を計測することができ、また、遠隔でその情報を取得することが可能な装置であ
り、全国の全世帯・全事業所に導入される予定。（2020年3月現在、6,105万台設
置済み）

 スマートメーターのデータは、一般送配電事業者が保有。《設備情報》及び《電力量情
報》から構成されており、各々の情報のセットの一例は以下のとおり。

区分 データ項目

設備情報
(スマートメーター
位置情報)

• 計器ID
• 設置完了日時、取外完了日時
• 位置情報

電力量情報
(電力データ)

• 計器ID
• 日付
• 潮流区分
• 30分ごとの電力使用量（1日48コマ）

スマートメーター

（出所 日本電気計量器検定所ホームページ）





 電力データは、これまで電気事業法において、その活用が一部制限されていたが、昨年６月の法
改正により、一定のルールの下、電気事業者以外の事業者も含めて、電力データの活用が可
能になる（2022年４月施行）。

 具体的には、個別の需要家から同意を取得した電力データを国が認定する「認定電気利用
者情報利用者等協会（認定協会）」※を介して、一般送配電事業者の保有する電力データ
を入手、利用可能。
※電力データ利用者、提供者等が設立した一般社団法人が国から認定を受ける。

 認定協会から電力データの提供を受けるためには、認定協会の会員になる必要があり、会員は、
認定協会の定めるルールの下、電力データを活用可能。

平時の電力データ活用制度の概要

7（注）個⼈情報保護法上、個人データを第三者に提供する場合には原則本人同意が必要。統計情報や同法に規定する匿名加⼯情報を提供する場合には不要。

（注）
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認定協会に求められる基準
 需要家が安心して、電力データの提供に同意できるよう、認定協会については、個人のプライバ
シー保護や情報セキュリティ確保について、万全を期す必要がある。

 そのため、その認定基準は、情報銀行、プライバシーマーク付与適格性審査基準、ISMS （情報
セキュリティマネジメントシステム）認証基準などの関連制度の認証基準などを包括したものになる
予定。

基準の例

定款 • 電力データの提供者と利用者を会員に含むこと 等

業務規程 • 会員へ電力データを提供する業務
• 苦情への対応
• 会員から他会員の不適正な行為の通報対応 等

業務遂行
能力

（１）情報セキュリティ、プライバシー保護
情報セキュリティ・プライバシー保護に係るリスクアセスメントの実施等、関係認証基準と同等以上の取組 等
（２）諮問機関
電力データ活用に関する契約や利用方法、情報提供先などについて適切性を審議し、必要な助言を行う外
部委員から構成される諮問機関の設置 等
（３）情報提供先（会員）に求める基準
情報提供先が十分な個人データの保護水準※を満たしていることの確認 等
※第三者認証（Pマーク又はISMS認証等）の取得、協会の認定基準に準じた対応を行っていること
（４）個人のコントローラビリティの確保
需要家にとって利用が容易な同意取得や同意撤回の仕組み
需要家が保有個人データの開示の請求を可能とする仕組み 等



３．電力データを使うと何ができるのか
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災害等緊急時における電力データの活用について

 災害復旧や事前の備えに電力データを活用するため、昨年の法改正により、経済産業
大臣から電力会社に対して、地方公共団体や自衛隊等へ電力データの提供を求める
制度を措置（2020年６月施行）。

 また、一般送配電事業者や地方公共団体等が適切に情報管理を行うための国として
の「考え方」を2020年6月に公表。同年7月には、一般送配電事業者10社に対し、
災害時に、通電情報や配電線地図等の情報を地方公共団体等に提供することについ
て要請を実施するとともに、全ての地方公共団体等に対し、本制度の周知を実施。

① 通電情報（※）（需要家の氏名や住所等の個人情報を含む）
② 停電エリア情報（配電線地図など）
③ 復旧見通しに関する情報（復旧計画など）
④ その他被害状況の確認や停電の早期復旧等の目的のために必要な情報
（※）スマートメータの応答情報から通電または停電と推定される情報

一般送配電事業者が地方公共団体や自衛隊等に提供する情報（例）



（参考）電気事業法第34条第1項の規定に基づく必要な情報の提供の求めに関する考え方
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（参考）一般送配電事業者への包括要請の実施のプレスリリース



13

（参考）災害等緊急時における電力データの活用の事例

 当該制度については、昨年度に以下のような活用実績があった。

大阪府枚方市 佐賀県武雄市
利用目的 災害対策訓練

（事前の備え）
・台風９号対応
・台風10号対応
（災害時対応）

要請情報 配電線地図
（訓練用に想定停電箇所が色塗りされ
たもの）

配電線地図
（停電箇所が色塗りされたもの）

具体的な用途 発災時に円滑に電力から提供を受けた
配電線地図を活用するために枚方市災
害対策本部図上訓練において活用

市関係者内での停電エリアの共有、市民か
ら停電状況の問い合わせ対応に活用






















